
１　山形県のあらまし

【位置・地勢】

　山形県は、本州東北部の日本海側に位置し、西北部が日本海に面している。北は秋田県、東南

は宮城、福島の両県、西南は新潟県にそれぞれ隣接し、東京から北方約300Kmの距離にあり、東

西約97km、南北約164kmと南北に長く、ほぼ西向きに人の横顔の形状をなしている。総面積は

9,323.44k ㎡で全国第９位、東北６県で第5位の広さとなっている。

　奥羽山脈、出羽山地及び越後山脈との間に置賜、村山、最上の三盆地をはさみ、海岸に庄内平

野を展開し、これを最上川が貫流して日本海に注いでいる。奥羽山脈は御所山、蔵王山、吾妻山

などの火山を伴い、標高1,000ｍ以上の山が多い。ここを源とする最上川支流の各河川はいずれも

短く、傾斜が急なために、各盆地に扇状地をつくっている。出羽山地は鳥海山、月山などの山容

の優れた火山があり、その南には朝日山塊、飯豊山塊が続いている。総面積の約７割が山地となっ

ている。

　資料出所：｢山形県勢要覧（平成19年刊） ｣（山形県総務部総合政策室統計企画課）

　　　　　　｢平成19年全国都道府県市区町村別面積調｣（国土交通省国土地理院）

　　　　　　※ただし、一部境界未定のために、総務省統計局の推計値を含む。

【人口と世帯】

　平成18年10月1日現在の本県人口は1,207,513人（男580,370人、女627,143人）で、前年に比べ

8,668人（0.71％減）の減少となっている。世帯数は388,647世帯で、前年に比べ1,919世帯増加し

た。その結果、１世帯当たりの人員は3.11人となり、前年（3.14人）より0.03人減少している。

　また、人口推移を自然動態と社会動態の人口動態からみると、自然動態については平成17年10

月から18年９月までの出生数は9,432人、死亡数は13,259人で3,827人の自然減少となっている。

一方、社会動態でみた場合、平成17年10月から18年９月までに他の都道府県から転入した人は

17,956人、他の都道府県へ転出した人は22,797人で4,841人の転出超過となっている。また、高

齢化が年々進み、平成18年10月１日現在65歳以上の老年人口は313,107人で、県人口に占める割

合が25.9％と対前年比0.4ポイント上昇し高い水準となっている。

　長期的な人口推移をみると、昭和25年の1,357,347人をピークに一貫して減少を続けていたが、

昭和49年のオイルショックを契機にやや持ち直し、昭和60年には126万人台に回復した。その後

横ばいで推移し、平成元年以降、社会減少が自然増加を上回ったこと、平成９年以降は自然減少

も加わったことから、再び減少傾向となっている。

　資料出所：「山形県社会的移動人口調査報告（平成18年10月1日現在）」

（山形県総務部総合政策室統計企画課）　　

【図表１：山形県の人口ピラミッド】　　
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【交　通　網】

　交通網は、日本海側及び内陸中央部を縦断する国道７号及び13号の両国道を骨幹として､県内

横断道の国道47･48･112･113号を中心に県内道路網が形成されている。

　高速道路網は、平成３年７月に山形自動車道が開通し、内陸中央部から東北自動車道に直結し

ている。その後、庄内地方と内陸中央部を結ぶ東北横断自動車道酒田線として整備が進められ、

山岳地帯の一部を除き供用開始されている。

　鉄道網は、JR奥羽本線・羽越線を幹線として、陸羽西線・陸羽東線・仙山線・左沢線・米坂

線・フラワー長井線がある。

　高速鉄道網として、平成４年７月に山形新幹線が開通し、首都圏と２時間半程度で結ばれ、更

に平成11年12月には新庄まで延伸されている。

　航空網としては、山形空港（東根市）と平成３年10月に開港したに庄内空港（鶴岡市）の２つ

の空港が整備されており、国内主要都市と１時間程度で結ばれている。

【観　　光】

　県内は、磐梯・朝日国立公園（出羽三山・朝日連峰・飯豊連峰・吾妻連峰）、鳥海・蔵王・栗駒

の各国定公園など四季折々の変化に富む雄大な自然に恵まれ、素朴で豊かな温泉、樹氷で知られ

ている。

　冬の蔵王や夏スキーを楽しめる月山など数多くのスキー場、日本一の「さくらんぼ」などの観

光果樹園、山海の新鮮な味覚、「そば街道」と呼ばれるそば処、松尾芭蕉・上杉鷹山公・山寺立石

寺等の歴史的文化遺産等魅力ある観光資源が多数存在している。

　全国でも有数の温泉地で、県内総数は226箇所を数え、そのうち公衆浴場または宿泊施設を有

する温泉地は178箇所あり、県内全ての35市町村に整備され、地域の活性化や住民の健康増進等

を目的とした温泉利用施設の整備が各地域で進められている。

　農業就業人口は、年々減少しているものの、農業産出額は、平成17年2,125億円となっており、

このうち米の占める割合は44.8％、次いで果実の20.0％、畜産の15.0％、野菜14.3％等となって

いる。

　特に、果樹は柑橘系を除き殆ど栽培されており、さくらんぼ、ラ・フランス（洋梨）をはじめ、

りんご、ぶどう、桃、柿などが県内外の市場に出荷されている。

　資料出所：｢山形の温泉2006（平成19年３月発行）｣（山形県文化環境部みどり自然課）

　　　　　　「山形農林水産統計年報（平成17～18年）」（東北農政局山形統計・情報センター）

【経済・雇用動向】

　平成18年度の本県経済情勢は、引き続き厳しさが残る中で、好調な自動車関連、薄型テレビ及

び新型ゲーム機の需要の底堅さや中国をはじめとする新興国からの旺盛な需要を背景に、緩やか

な持ち直しの動きがみられたが、年度後半からは改善の動きに鈍化がみられた。求人については、

年度後半に入り求人の手控え感がみられるようになったことから、前年度比で５年ぶりに減少に

転じ、求人内容も非正規型求人の割合が依然として高く、雇用環境には厳しさが残った。個人消

費は、冷夏や暖冬の影響により季節商品の需要が伸び悩むなど一部に弱い動きがみられたものの、
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総じてみれば底堅い動きで推移し、公共投資及び住宅投資は、回復に乏しく依然低水準で推移し

た。企業倒産については減少傾向で推移したが、公共投資の減少、生産拠点の海外移転、価格競

争の激化等から中小零細企業を中心に雇用調整が行われた。

　上記経済情勢等から、県内の雇用情勢は年度後半に入り、改善の動きに足踏み感が窺われるよ

うになった。

　平成18年度における県内公共職業安定所で取り扱う新規求人数（パートを含む全数）は、平成

14年８月以降、概ね増加傾向で推移してきたが、年度後半から減少傾向に転じ年度累計では前年

度比2.2％減少となった。これを産業別に見ると、建設業（前年度比3.9％減）、製造業（1.9％増）、

情報通信業（6.5％増）、運輸業（2.7％増）、卸売・小売業（2.8％減）、飲食店・宿泊業（9.1％減）、

医療・福祉（6.7％増）、教育・学習支援業（21.2％増）、複合サービス事業（30.6％増）、サービ

ス業（他に分類されないもの）（8.5％減）となり、主要産業で減少する結果となった。製造業の

中身としては、精密機械器具（前年度比41.4％増）、電子・デバイス（34.8％増）、金属製品

（23.4％増）で大幅に増加したのをはじめ、電気機械器具（9.7％増）等で増加した一方、輸送用

機械器具（13.4％減）、繊維関係（8.5％減）等で減少となった。医療・福祉関係では、診療報酬

の改定や老人保健施設新設等の影響等により看護師等の専門職で求人増となったが、サービス業

では偽装請負の社会問題化の影響によりアウトソーシング関係で求人が激減した。

　求職者数については、在職求職者が増加したものの、事業主都合離職者及び無業者の減少幅が

大きかったことから、平成18年度におけるは新規求職申込件数（パートを含む全数）は前年度比

2.5％減、有効求職者数は4.0％減となった。

　これらのことから、平成18年度有効求人倍率（パートを含む全数）は1.04倍と前年度の0.99倍

を0.05ポイント上回った。

　平成18年度の高校卒業者の就職状況をみると、県内求人数は平成19年４月末現在（最終分）で

前年度比11.7％増となり、産業別では、建設業（8.8％増）、製造業（16.9％増）、運輸業（16.7％

増）、卸 売・小売業（1.7％増）、飲食店・宿泊業（20.3％増）、サービス業（15. 8％増）などで増

加したが、医療・福祉（3.9％減）などでは減少となった。また、県外求人は前年度比3.9％減と

なり、高卒求人全体では前年度比4.8％増となり３年連続で前年度を上回る結果となった。

　一方、高卒求職者数については、全体で前年度比1.0％増、うち県内希望者数が3.3％減となっ

た。その結果、求人倍率は全体で1.98倍となり前年度を0.07ポイント上回り、県内の求人倍率に

ついては1.54倍となり前年度を0.20ポイント上回った。最終就職決定率は97.9％となり、前年度

を0.6ポイント上回った。大学求人については、景気回復に伴う人手不足感の強まりから大幅に増

加するなど、新規大卒者等を取り巻く就職環境に改善がみられたことから、短大・大学では就職

決定率が前年を大幅に上回る結果となった。

 【図表２：新規求人倍率の推移】

 【図表３：産業別・新規求人の構成比】

 【図表４：有効求人倍率の推移】

 【図表５：新規学卒者の県内求人倍率の推移】

 【図表６：新規学卒者の就職率の推移】
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【各地域の状況】

〈村山地域〉ハローワーク山形・村山・寒河江所管内

平成18年度有効求人倍率（パートを含む全数）1.21倍　

［前年度比＋0.10P］　

　村山地域の人口が県人口のほぼ半分の47.5％を占めることから、地域別の市町村民所得にも現

れており、同地域は県全体の50.8％と半数を占めている。事業所数では県全体の46.4％を占め、

まさに県の経済・雇用の中心となっている。製造品出荷額等では40.6％、商業販売額では58.5％

を占め、県経済の中心となっている。経済の特徴としては、商業、サービス業の集積が高いこと

があげられる。年間商品販売額は、県内でも突出しており、２番目の庄内地域の倍以上の額が集

中している。また、商店数や従業員数等において、他の地域と比較して卸売業の割合が高いこと

が特徴となっており、山形県の商業の根幹が同地域に集中している。製造業においても、出荷額

は県内で最も大きく、他の地域と比較して、各種の製造業が集積していることも特徴である。

　平成18年度における年間新規求人数（パートを含む全数）は県全体の55.8％、新規求職申込件

数（同）は48.4％を占めており、県内求人・求職の約半分を担っている。

〈置賜地域〉ハローワーク米沢・長井所管内

平成18年度有効求人倍率（同）1.08倍［同▲0.07P］　

　置賜地域の人口は、県内の約２割を占めている。産業別総生産構成比を見ると、他の地域と比

較して製造業の占める割合が最も高くなっている。製造品出荷額は、村山地域に次いで２番目と

なっているが、その差は約1,180億円で、人口や民営事業所数、年間商品販売額における差の割合

ほど開きはなく、県全体の製造品出荷額の36.5％を占めている。業種別に見ると情報通信の占め

る割合が大きく、電子部品・デバイスを合わせると製造品出荷額の約５割強となっており、IT関

連製造業が集積していることが特徴となっている。

　一方、商業においては、商店数、従業員数、販売額の全てにおいて庄内地域に次ぐ３番目の規

模に留まっており、製造業と対照を成している。置賜地域は、事業所数が県全体の20.2％を占め、平

成18年度における年間新規求人数（パートを含む全数）は、県全体の17.3％、新規求職申込件数

（同）は17.1％を占めている。

〈庄内地域〉ハローワーク酒田・鶴岡所管内

平成18年度有効求人倍率（同）0.76倍［同▲0.04P］　

　庄内地域の人口は、村山地域に次ぎ２番目の規模で、事業所数は県全体の25.4％を占め、商業

についても、村山地域に次ぎ２番目の規模となっており、特に年間商品販売額において、卸売業

の占める割合が大きいことが特徴となっている。一方、製造業の出荷額は、置賜地域に次いで３

番目となっており、その規模は置賜地域の約半分となっている。県内で唯一海に面しているため、

臨海型の工業が発達している。また、製造業出荷額の内訳を見ると、電子部品・デバイスの占め

る割合が大きく、食品・飲料等の出荷額も比較的大きいという特徴がある。

　平成18年度における年間新規求人数（パートを含む全数）は県全体の20.5％、新規求職申込件

数（同）は26.2％を占めている。
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〈最上地域〉ハローワーク新庄所管内

平成18年度有効求人倍率（同）0.83倍［同▲0.30P］　

　最上地域の人口は、県内の比率では7．5％と最も小さく、事業所数についても県全体の7.7％に

過ぎず、経済の規模についても最も小規模なものとなっている。第１次産業の就業者の割合が県

内で最も高く、産業別の総生産構成比を見ると、農林水産業、政府サービス生産者の占める割合

が、他の地域と比較して大きく、製造業などの占める割合が低いことが特徴となっている。

　平成18年度における年間新規求人数（パートを含む全数）は県全体の6.4％、新規求職申込件数

（同）は8.3％となっている。

【地域別主要指標】

 

注）資料出所

　　就業者数：「平成17年国勢調査（平成17年10月1日現在）」（総務省統計局）

　　事業所数：「平成16年事業所・企業統計調査報告（平成16年10月1日現在）」（総務省統計局）

　　製造品出荷額等：「平成17年 山形県の工業」（山形県統計企画課）

　　年間商品販売額：「平成16年 商業統計調査結果報告書）」（山形県統計企画課）

 

単位：事業所数＝事業所、金額＝億円

構成比
　　％

商品販売額
構成比
　　％

製 造 品
出荷額等

構成比
　　％

事業所数
構成比
　　％

就業者数
　　　人

区　　　分

100.028,332100.028,692100.064,589100.0612,089県 計

58.516,56340.711,66146.429,96647.9292,957村 山 地 域

13.73,88336.510,48120.213,04019.7120,652置 賜 地 域

23.56,66019.15,48925.716,57625.2154,583庄 内 地 域

4.31,2263.71,0617.75,0077.243,897最 上 地 域
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【図表１：山形県の人口ピラミッド】

人口の年齢構成

　平成18年10月１日現在の本県人口を各歳別構成（人口ピラミット）で見ると、老年人口の増加、

昭和22年～24年にかけての第１次ベビーブームによる57～59歳の人口の増加、さらに近年に出産

率の低下といった要因などから、底辺がすぼむ図のような形となっている。14歳以下の年少人口

が163,272人（対前年比2.0%減）、15～64歳の生産年齢人口が730,549人（1.1%減）と減少傾向に

ある中で、65歳以上の老年人口が313,107人（1.0%増）と全体の25.9%（前年を0.4P上昇）を占め、

高年齢化が一層進んでいる。

＊資料提供；山形県社会的移動人口調査（18年10月１日現在）（山形県改革推進統計企画課）

― 6 ―

年齢階級別人口 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位；年齢＝歳、人口＝人

65以上60～6455～5950～5445～4940～4435～3930～3425～2920～2415～19０～14年齢階級

127,62034,22552,25944,53838,93533,90234,75536,55833,37328,37032,10983,369男

185,48735,45049,10544,00139,01034,30934,35535,57231,68326,84331,19779,903女

313,10769,675101,36488,53977,94568,21169,11072,13065,05655,21363,306163,272合　　計

（年齢不詳数は含まれてない）
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単位；求人・求職者数＝人、倍率＝倍

18年度17年度16年度15年度14年度13年度12年度11年度10年度９年度区　　　分

115,064117,658111,58692,95386,62581,52796,02583,98179,596102,535新規求人数

山形県 89,88581,96583,08888,49289,20591,74375,58274,19273,27664,213新規求職者数

1.441.441.341.050.970.891.271.131.091.60新規求人倍率

1.561.491.351.120.960.961.080.900.891.13新規求人倍率全　国

0% 20% 40% 60% 80% 100%

単位；％

18年度17年度16年度15年度14年度13年度12年度11年度10年度９年度区　　分

16.816.116.318.919.117.928.028.626.734.8製 造 業
7.37.47.67.48.210.310.613.716.316.4建 設 業
5.14.85.25.15.24.84.74.84.74.9運 輸 業
18.618.718.519.226.629.325.923.725.321.0卸･小売業（飲食業）
8.18.89.78.6飲食店・宿泊業
9.78.97.97.5医 療 ・ 福 祉
26.128.027.124.434.631.026.024.422.219.1サ ー ビ ス 業
8.37.37.88.96.26.64.84.84.83.8そ の 他
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単位；求人・求職者数＝人、倍率＝倍

18年度17年度16年度15年度14年度13年度12年度11年度10年度９年度区　　　分

297,257296,159274,673217,924200,413196,907244,716201,399200,969276,044有効求人数

山形県 286,328298,290307,044331,354368,528365,631298,729300,610294,262244,429有効求職者数

1.040.990.890.660.540.540.820.670.681.13有効求人倍率

1.060.980.860.690.560.560.620.490.500.69有効求人倍率全　国

単位；卒業者数＝人、比較＝％

前前年比前 年 比19年３月卒18年３月卒17年３月卒16年３月卒15年３月卒区　　分

13.611.73,8903,4843,4252,9293,943高 等 学 校

14.519.71,3771,1501,2039761,253専 修 学 校

21.3▲  0.6935941771696874短 期 大 学

8.614.32,0991,8361,9331,4541,442大　 　 学
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単位；人

19年３月卒18年３月卒17年３月卒16年３月卒15年３月卒
区　分

就職者数求職者数就職者数求職者数就職者数求職者数就職者数求職者数就職者数求職者数

3,2223,2923,1693,2583,2783,4203,1943,3063,1893,355高等学校

496528481517502532516557496576専修学校

628665619693589663598665537646短期大学

1,6171,7371,5831,7021,4231,5471,1471,3381,1271,243大 学


